
平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 21日

上   場   会   社   名       キッセイ薬品工業株式会社 上場取引所 東

コード番号       4547 本社所在都道府県

財務管理部長 長野県

矢花　哲夫 TEL (0263) 25 - 9081
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 21日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年  3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 55,016 3.0 9,667 △ 21.8 10,184 △ 17.4

12年  3月期 53,409 2.1 12,367 7.7 12,324 2.6

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 4,408 △ 20.7 76.39 69.13 4.1 7.0 18.5

12年  3月期 5,557 5.0 95.36 85.89 5.5 8.8 23.1

(注)①期中平均株式数 13年  3月期    57,707,656 株　　　12年  3月期    58,279,185 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年  3月期 14.00 7.00 7.00 802 18.2 0.7

12年  3月期 14.00 7.00 7.00 815 14.7 0.8

（注）13年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 146,611 107,743 73.5 1,880.51

12年  3月期 144,280 105,146 72.9 1,804.18

（注）期末発行済株式数　13年  3月期       57,295,185　株　　　12年  3月期       58,279,185株

２. 14年  3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 28,400 4,300 2,400 7.00 － －

通　　期 57,600 9,100 5,100 － 7.00 14.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   89 円 01 銭 

経　常　利　益

１株当たり株主資本

（百万円未満切捨て）

問合せ先  責任者役職名

　　　　 氏　　　　名　　　　　　　　　　　

売　　上　　高 営　業　利　益
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　　　　　　　　　　　　　　　１．貸　 借　 対 　照 　表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　  （百万円未満切捨て）

  科　　　　　目
当 　　期

(13.3.31)

前     期

(12.3.31)
増 　減   科　　　　　目 

当 　　期

(13.3.31)
 

前     期

(12.3.31)
増   減

（ 負 債 の 部 ）                

流 動 負 債          

　支 払 手 形              

　買 掛 金              

　短 期 借 入 金              

  未 払 金              

　未払法人税等              

　賞 与 引 当 金              

　返品調整引当金

　売上割戻引当金

　販売費引当金              

　従業員預り金              

  その他流動負債

            　

固 定 負 債          

  転 換 社 債              

　長 期 借 入 金              

　役員退職引当金

　退職年金引当金

  退職給付引当金

   12,539

    1,427

    3,699

    1,155

    3,247

      330

    1,644

       33

      512

      151

      －

      335

         

   26,328

   22,033

      102

    1,097

      －

    3,095

   15,216

    1,694

    2,887

    1,005

    1,927

    3,227

    1,720

       60

      503

      176

    1,828

      183

         

   23,917

   22,033

      129

    1,340

      413

      －

△2,677

  2,411

　 負 債 合 計               38,867    39,133 △   267

 （資本の部）               

資 本 金                

法 定 準 備 金                

　資 本 準 備 金              

　利 益 準 備 金              

剰 余 金                

　別 途 積 立 金              

当期未処分利益

 ( 当 期 純 利 益 )        

その他有価証券
      評価差額金

  

   24,219

   25,006

   24,110

      895

   57,310

   54,800

    2,510

 ( 4,408)

    1,207

       

   24,219

   24,920

   24,110

      809

   56,006

   47,000

    9,006

 ( 5,557)

     －  

      0

     86

  1,304

  

（ 資 産 の 部 ）                

流 動 資 産          

  現金及び預金              

  特定金銭信託              

  受 取 手 形              

　売 掛 金              

  有 価 証 券              

  製 品 ・ 商 品              

  半製品・仕掛品

　原材料・貯蔵品

自 己 株 式              

繰延税金資産       

  そ の 他              

　貸 倒 引 当 金              

固 定 資 産          

 有形固定資産

　建 物              

　構 築 物              

　機械及び装置              

　車 両 運 搬 具              

　工具器具備品              

　土 地              

　建 設 仮 勘 定              

 無形固定資産

 投 資 等      

  投資有価証券       

　子 会 社 株 式              

　長 期 貸 付 金              

　長期前払費用              

敷金・保証金              

繰延税金資産       

　そ の 他              

貸 倒 引 当 金              

　

   90,783

   26,055

    4,854

    1,018

   25,853

   20,901

    2,685

    1,909

    1,554

        7

　  1,696

    4,360

 △   112

   55,827

   28,597

   13,241

      809

      586

       21

    1,057

   12,426

      453

    1,166

   26,064

   18,420

      892

      118

    2,787

      410

    2,508

      940

   △  14

  

   97,080

   25,519

    4,955

    1,439

   20,934

   33,257

    2,911

    2,033

    1,323

       16

　  1,552

    3,251

 △   116

   47,199

   28,517

   12,613

      893

      744

       11

      985

   12,427

      839

    1,133

   17,549

    8,840

      964

      147

    3,161

      400

    3,211

      824

   △   1

△6,296

  8,628

  資 本 合 計              107,743   105,146   2,597

　資 産 合 計                146,611   144,280   2,331  負債・資本合計                  146,611 　144,280   2,331 
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２．損　　益　　計　　算　　書　

  　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　                           （百万円未満切捨て） 

  当              期

  自 平成12年 4月 1日

  至 平成13年 3月31日

  前              期

  自 平成11年 4月 1日

  至 平成12年 3月31日

     

対前期増減
               期　　別

　                         

                           

 科 目          金       額 百分比%  金       額 百分比%  金    額 増減比%

 売 上 高                           55,016   100.0      53,409   100.0     1,606     3.0

 売 上 原 価                14,104    25.6      13,088    24.5     1,016     7.8

 返品調整引当金戻入額                    27     0.0          24     0.0         2     9.7

   売 上 総 利 益                      40,938    74.4      40,345    75.5       592     1.5

 販売費及び一般管理費                           31,270    56.8      27,978    52.3     3,292    11.8

   営 業 利 益                       9,667    17.6      12,367    23.2  △ 2,699 △ 21.8

 営 業 外 収 益                         　 1,009 　  1.8    　 1,294 　  2.4  △   284 △ 22.0

   受取利息及び配当金         513         556

   その他の営業外収益         496         737

 営 業 外 費 用                              492     0.9       1,336     2.5  △   844 △ 63.1

   支 払 利 息                 202         242

   有 価 証 券 評 価 損                 －         866

   その他の営業外費用         289         227

　 経 常 利 益                      10,184    18.5      12,324    23.1  △ 2,139 △  17.4

△ 
 特 別 利 益              　 1,004 　  1.8    　 1,562 　  2.9  △   557 △ 35.7

   投資有価証券売却益         －       1,562

   訴 訟 和 解 金               1,004         －

 特 別 損 失                            2,854     5.2       3,560     6.7  △   705 △ 19.8

   固 定 資 産 処 分 損                  13          60

   有 価 証 券 評 価 損                 －       3,500

   退職給付会計基準

           変更時差異
      2,543         －

   その他の特別損失                 298         －

 税 引 前 当 期 純 利 益                 8,334    15.1      10,326    19.3  △ 1,992 △ 19.3

 法人税･住民税及び事業税       4,230     7.7       6,250    11.7  △ 2,020 △ 32.3

 法 人 税 等 調 整 額             △    303 △  0.6   △  1,480 △  2.8     1,176 　79.5

 当 期 純 利 益                 4,408     8.0       5,557    10.4  △ 1,149 △ 20.7

 前 期 繰 越 利 益                   703         614

 過年度税効果調整額                    －       3,283

 中 間 配 当 金                   401         407

 利 益 準 備 金 積 立 額                    40          40

 自 己 株 式 消 却 額                 2,159         －

 当 期 未 処 分 利 益                 2,510         9,006  
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 利　益　処　分　（案）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （百万円未満切捨て）

　　　　　　　      　期　別

　科　目

　　当　　　　　　　　期

(H12.4.1 ～ H13.3.31)

　　前　　　　　　　　期

    (H11.4.1 ～ H12.3.31)

　当 期 未 処 分 利 益                          　　　　　　２，５１０ 　　　　　　９，００６

　　こ れ を 次 の と お り 処 分 い た し ま す 。                                              

　 利 益 準 備 金                          

　 利 益 配 当 金                          

　 役 員 賞 与 金                          

　 （ 内 監 査 役 賞 与 金 ）                        

　 別 途 積 立 金                          

　 次 期 繰 越 利 益                          

　　　　　　　　　４５

　　　　　　　　４０１

　　（ １株につき ７円  ）

　　　　　　　　　４７

  　　　　　（　　　３　）

  　　　　　１，３００

  　　　　　    ７１６

　　　　　　　　　４６

　　　　　　　　４０７

　　（ １株につき ７円  ）

　　　　　　　　　４９

  　　　　　（　　　２　）

  　　　　　７，８００

  　　　　　　  ７０３

(注)１．平成12年12月11日に 401百万円 (１株につき ７円) の中間配当を実施いたしました｡ 

　  ２．利益配当金は自己株式 3,148株に対する金額を除いております。
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　重要な会計方針                    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　

　貸借対照表及び損益計算書の作成に当たって採用した重要な会計処理の原則及び手続は、次のとおり

であります。  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　

１．有価証券の評価基準及び評価方法  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　(1)子会社株式            移動平均法による原価法によっております。

(2)その他有価証券

　　時価のあるもの          決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法

                            により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。

    時価のないもの          移動平均法による低価法によっております。

(3)特定金銭信託             時価法によっております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法　　　　　 総平均法（月別）による原価法によっております。

　

３．固定資産の減価償却の方法

    有形固定資産　         定率法によっております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建

                           物（建物附属設備を除く）については定額法によっております。

    無形固定資産           定額法によっております。なお自社利用のソフトウエアについては、社内

                           における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

    長期前払費用           均等償却によっております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

４．重要な引当金の計上基準　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　貸 倒 引 当 金              ：金銭債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、

　　　　　　　　　　　貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を勘案し、回収見込額を

                      計上しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　  　賞 与 引 当 金              ：従業員の賞与支給に備えて、支給対象期間に基づく賞与支給見込額を計上して

                      おります。　　　　　　　　　　　　　　　　  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                    

　　　返品調整引当金：たな卸資産の返品による損失に備えて、返品実績率により算出した金額を計上

                      しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　売上割戻引当金：期末売掛金に対して将来発生する売上割戻に備えて、当期中の実績割戻率によ

　　　　　　　　　　　り算出した金額を計上しております。　　　　　　　　　　　　
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      販売費引当金       ：期末の卸店在庫に対して将来発生する販売促進に要する諸費用の支出に備えて、

　　　　　　　　　　　当期中の実績経費率により算出した金額を計上しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　役員退職慰労       ：役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末支給見込額を計上してお

　　　　　　　引当金  ります。なお同引当金は商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。

　　　　　　　　　　　　　

　　  退職給付引当金：従業員の退職給付に備えて、退職給付債務及び年金資産の見込額に基づいて、

                      期末において発生していると認められる額を計上しております。なお、会計

                      基準変更時差異（ 2,543百万円）については、当期において全額特別損失に

                      計上しております。

                      数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

                      年数（１０年）により、翌期から費用処理することとしております。

５．リース取引の処理方法：リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ

　　　　　　　　　　　　  ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

                          計処理によっております。

６．消費税等の会計処理：税抜き方式によっております。
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（ 追 加 情 報 ）        

１．退職給付会計の適用

　　  当期より退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

    会計審議会 平成10年6月16日））を適用しております｡この結果、従来によった場合と比較して、

    退職給付費用が 2,722百万円（営業費用 179百万円、特別損失 2,543百万円）増加し、営業利益

    及び経常利益は 179百万円、税引前当期純利益は、2,722百万円それぞれ減少しております。

      また、従来の退職年金引当金は、退職給付引当金に振替えております。

２．金融商品会計の適用

　　  当期より金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

    会計審議会 平成11年1月22日））を適用しております。この結果、従来によった場合と比較して、

    その他有価証券評価差額金 1,207百万円及び繰延税金負債 863百万円を計上(但し繰延税金負債

    は、繰延税金資産（固定）と相殺表示しております。)するとともに、経常利益及び税引前当期純

    利益は 1,330百万円それぞれ増加しております。

      また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、特定金銭信託及び１年内に満期の到

    来する有価証券については流動資産とし、それら以外は投資有価証券として表示しております。

    その結果、流動資産の有価証券は 7,086百万円減少し、投資有価証券は 7,086百万円増加してお

    ります。

３．外貨建取引等会計基準

      当連結会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂      

    に関する意見書」（企業会計審議会　平成11年10月22日））を適用しております。この変更によ      

    る損益への影響はありません。

４．自己株式の取得と処分の状況　     

      平成１２年８月１日開催の取締役会において「株式の消却の手続に関する商法の特例に関する

    法律」第３条第１項の規定に基づき、利益による消却のための自己株式の取得を決議し、市場買

    付けによる方法で株式を取得し、そのすべてを消却しました。消却した株式の種類、株式の総数、

    取得価額は次のとおりであります。

          ① 株式の種類         当社額面普通株式

          ② 株式の総数         984,000 株

          ③ 株式の取得価額     2,159 百万円
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　注 記 事 項      

当                 期 前                期

1.有形固定資産の減価償却累計額

2.受取手形割引高

（うち期末日満期手形）

3.保 証 債 務       

4.自 己 株 式 数       

5.期末日が金融機関の休日である

  ことによる未決済手形残高

    支 払 手 形           

6.リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

20,356 百万円　　　　

         1,650   〃

     （    606   〃  ）

640   〃　　　　　

3,148   株　　　　　

       

            64 百万円

18,813 百万円　　　　

         1,400   〃

     （     －   ）

621   〃　　　　　

         8,979  株 

     （     －   ）

取得価額相当額 2,552百万円 取得価額相当額 2,349百万円

減 価 償 却 累       

計 額 相 当 額       
 1,584百万円

減 価 償 却 累       

計 額 相 当 額       
 1,288百万円

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

期末残高相当額  968百万円 期末残高相当額 1,060百万円

(2)未経過リース料期末残高相当額

(3)支払リース料及び減価償却費相

当額

(4)減価償却費相当額の算定額

１年以内           433百万円

１年 超            534百万円

合   計          968百万円

支払リース料　　   521百万円

減価償却費相当額　 521百万円

 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

（注）取得価額相当額及び未経

過リース料期末残高相当額は、

支払利子込み法によっておりま

す。

１年以内           483百万円

１年 超            577百万円

合   計         1,060百万円

支払リース料　　   509百万円

減価償却費相当額　 509百万円

  

        同   左

        同   左
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  有価証券 （子会社株式及び関連会社株式）

     子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

  税効果会計

     繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因

       繰延税金資産

         前払研究費等                       1,481 百万円

         退職給付引当金                1,290

         その他引当金                       1,043

         そ の 他                       1,559

        繰延税金資産小計               5,375

        評 価 性 引 当 額                    △   307

        繰延税金資産合計               5,068

       繰延税金負債

         その他有価証券評価差額金        863

       繰延税金資産の純額              4,204

３．役 員 の 異 動　

   該当事項はありません。


